
 

   にいがた救命サポーター制度実施要綱  

（目的）  

第１条 この制度は，自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）を任意で設置して

いる事業所等と消防局が協力し，各事業所付近で発生した心肺停止事案に対して，居

合わせた市民が速やかにＡＥＤを使用できる環境を整備することにより，早期除細動

体制を構築し，地域の社会復帰率の向上を目指すとともに，助け合える地域社会をつ

くることを目的とする。 

（用語の定義）  

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。  

（１） 事業所等 事業所又はその他の団体をいう。  

（２） にいがた救命サポーター協力事業所 ＡＥＤの貸出し等の協力が可能な事業所

等に対して，消防局長がにいがた救命サポーター登録証を交付した事業所等（以下「  

協力事業所」という。）をいう。  

（３） にいがた救命サポーター登録証 協力事業所に対して消防局長が交付する登 

録証（以下「登録証」という。）をいう。  

（４） にいがた救命サポーター登録ステッカー 協力事業所に対して交付するステ

ッカー（以下「ステッカー」という。）をいう。  

（協力事業所の要件）  

第３条 消防局長は，次の各号に掲げるいずれかの協力を行える事業所を協力事業所とし，

当該事業所のＡＥＤ設置情報等を消防指令管制センターに登録する。ただし，重大な

消防法（昭和２３年法律第１８６号）違反がある場合は，協力事業所に登録しないも

のとする。  

（１） 協力事業所付近で発生したＡＥＤを必要とする救急事案に対して，ＡＥＤを貸

出すことができること。 



 

（２） 協力事業所付近で発生したＡＥＤを必要とする救急事案に対して，救急現場

にＡＥＤを届け，可能な場合は応急手当を実施できること。  

（協力事業所の登録）  

第４条 協力事業所の登録を受けようとする事業所等は，にいがた救命サポーター協力届

出書（別記様式第１号）を消防局長に提出するものとする。  

（登録証及びステッカーの交付）  

第５条 消防局長は，前条の規定による届け出をした事業所等が，第３条の要件に該当す

ると認めたとき，登録証（別記様式第２号）及びステッカー（別記様式第３号）を交

付するものとする。  

（１） 登録証は，事業所ごとに１枚とする。 

（２） ステッカーは，登録ＡＥＤ１台に対し１枚とする。  

（３） 登録証又はステッカーを汚損，破損若しくは紛失したときは，登録証等再交

付申請書（別記様式第４号）を消防局長に提出するものとする。  

（登録証及びステッカーの掲示）  

第６条 協力事業所は，登録証を事業所内に掲示するとともに，ステッカーを出入口等の

屋外から見やすい場所に掲示するものとする。 

（協力事業所の公表）  

第７条 消防局長は，協力事業所の名称，所在地等を新潟市消防局のホームページ等によ

り公表するものとする。 

（登録情報等の変更）  

第８条 協力事業所は，緊急連絡先やＡＥＤの設置場所等に変更があった場合，登録変更

届出書（別記様式第５号）を消防局長に提出するものとする。  

（登録の取消し）  

第９条 協力事業所は，登録の取消しを希望するときは，登録取消届出書（別記様式第６

号）を消防局長に提出するものとする。  



 

２ 消防局長は，前項の届出を受けたとき又は協力事業所が次の各号に掲げる事由のいず

れかに該当すると認めるときは，登録を取り消すものとする。  

（１） 第３条に規定する要件を満たさなくなったとき。  

（２） 協力事業所が廃業したとき。  

（３） 偽りその他不正な手段により登録されたとき。  

（４） 前３号のほか，登録することが適当でないと認めたとき。  

３ 消防局長は，前項の規定により登録を取り消したときは，当該事業所に対して，登録

取消通知書（別記様式第７号）を通知し，消防指令管制センターに登録された当該事

業所のＡＥＤ設置情報等を速やかに削除するものとする。  

４ 前項の規定により登録を取り消された事業所等は，消防局長に登録証及びステッカー

を返還しなければならない。  

（費用の負担）  

第１０条 当該制度の協力により生じたＡＥＤに係わる費用の一切は，協力事業所が負

担するものとする。  

（所掌）  

第１１条 この要綱に関する事務は，新潟市消防局救急課において所掌する。  

（その他）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施について必要な事項は別に定め

る。  

 

  附 則 

この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

 


